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諮問庁：厚生労働大臣  

諮問日：平成２９年７月３日（平成２９年（行情）諮問第２７４号） 

答申日：平成２９年１０月１３日（平成２９年度（行情）答申第２６４号） 

事件名：特定法人が特定労働基準監督署に届け出た定期電離放射線健康診断結

果報告書の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「特定事業場が特定労働基準監督署に届出た④定期電離放射線健康診断

結果報告書 請求する各行政文書については，特定労働基準監督署が保存

するものすべて」（以下「本件対象文書」という。）につき，その一部を

不開示とした決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律

（以下「法」という。）３条の規定に基づく開示請求に対し，茨城労働局

長（以下「処分庁」という。）が平成２９年３月３日付け茨労発総０３０ 

３第２号により行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，

（法５条１号により）不開示とされた部分の開示を求めるというものであ

る。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人の主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

  ア 平成２９年３月３１日付け 

    全部不服であるから異議の申立てをする。 

  イ 平成２９年４月２３日付け 

法５条１号により不開示とされた部分については，下記理由により

開示すべきである。 

審査請求人は，死亡者の父親であり死亡当時電離放射線業務に就業

していたが特殊健康診断を実施していない可能性があり審査請求に

及んだ。 

死亡（心筋梗塞＜健康診断異常所見あり＞）に至るまでの経緯につ

いて，エックス線，その他電離放射線にさらされた業務に就労して

いたが，平成２６年度分（出勤簿開示分＜平成２６年８月１日～平

成２７年１月３１日＞）開示されたがいずれも電離放射線業務就労
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（放射線業務手当支給規則３条３項により放射線業務手当が支払わ

れている）していたが電離放射線健康診断個人票が会社から開示さ

れずに当局（青森労働局へ電離放射線健康診断結果報告書の開示請

求を行った）へ請求した。当該診断結果報告書を請求することで

（受信の有無が分かる）。 

    電離放射線健康診断（電離則５６条，安衛令２２条１項２号） 

（２）意見書   

事件名が「定期電離放射線健康診断結果報告書の一部開示決定に関す

る件」と記載しているが，審査請求人は，平成２９年２月２日付，茨労

発総０２０２第１号の２枚目 就業規則『①給与規程，②放射線業務手

当支給，③退職金規程，その他』請求した。安全衛生規定については存

在しないと担当者（特定労働基準署監督官）から回答があり，そのため

対象からはずして開示・閲覧の請求を申請した。 

ア 平成２９年２月１３日，労働局訪問し，資料の閲覧した意見書に所

長名及び労働者代表名が記載された書面を閲覧した際氏名を手帳に記

録した。以外に複写したものの交付を受けた。全て黒塗り 

複写した就業規則及び給与規程変更届表紙１枚目（届出日，特定基

準監督署受付印，事業所の所在地，事業所の名称，使用者職氏名），

２枚目「就業規則，給与規程及び給与の取扱いについて，適用事業

所，本社，特定事業所Ａ，特定事業所Ｂ等の住所記入あり，３枚目

意見書に過半数代表者名（黒塗り），所長名（黒塗り），以下６頁

から３４頁全面不開示。 

イ 『茨城労働局』と『青森労働局（電離放射線健康診断結果報告

書）』の開示の格差について理由を述べていない。 

平成２９年２月１７日付，青森労働局より電離放射線健康診断結果

報告書の開示があり，開示された部分①労働保険番号，②対象年の

内，年の部分，③対象年の内，月の部分④対象の内，○回目の部分，

⑤健診年月日（黒塗り），⑥事業の種類，⑦事業場の名称，⑧事業

場の所在地（郵便番号及び電話番号を除く。），⑨事業場の所在地

のうち郵便番号，⑩事業場の所在地のうち電話番号，その他所轄労

働基準監督署名，事業者氏名，所轄労働基準監督署の受付印，以外

は全て黒塗り。 

ウ 「個人情報には該当しない」 

【理由】  

特定の個人を識別することができる情報をいいます。 

①ポイント：識別性 

②ポイント：生存性（生存する個人に関する情報であること） 

①識別性から見ていく。この観点から見た場合，例えば，生年月
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日・住所・顔写真といった，それ自体で特定の個人を識別できる情

報が個人情報にあたることになる。 

本人の氏名，防犯カメラに映っている本人の映像，電話番号，雇用

管理情報，個人情報にあたらないものは，体重，性格といった個人

のデータの末尾に番号がついていて，その番号が特定の氏名に対応

している場合個人情報にあたるといえますが識別する番号がなけれ

ば個人を特定することができないから個人情報に該当しない。ある

数量を計数化しているだけのデータは，それによって特定の個人の

識別につながらなければ，個人情報にあたりません，断片的な情報

であっても他の情報を照合することが特定の個人を識別できない。 

（例） 

イ）給与：３０万円賞与：夏４０万円 冬５０万円この紙切れ１

枚を見ただけでは，誰の給与・賞与を示したものであるかが，

わからない，「個人情報ではない」会社の情報は，個人情報で

はない！ 

ロ）個人情報保護法は，あくまでも個人情報の保護を図ろうとし

ています。 

そのため，純粋な企業そのものの情報は個人情報の規制の対

象外となります。個人情報は，自然人である個人の人格的利益

を含みますが，法人の情報はこれを含まないと考えられる。し

たがって，企業全体の等（就業規則＜給与規程・放射線業務手

当支給・退職金規程＞）いわば企業内部で管理された情報です。

－〉個人情報にはあたらない！こうした内部管理情報は，これ

によって特定の個人を識別することが不可であること。 

エ 【法】 

平成２９年（行情）諮問第２７５号理由説明書に対して以下に述べ

る。（略） 

オ 就業規則に取得する個人情報の利用目的については，あらかじめの

就業規則に規程がなく，また詳細な個人情報保護規定が制定されてい

ないと想定する（開示がないため）。 

１）労働者１０以上の企業は就業規則作成・届出義務がある。財

務・就業規則上「採用，配置異動，休職，退職，解雇，服務，勤務，

勤務時間，休日，時間外労働及び休日労働，休暇，事業場外労働及

び裁量労働，賃金及び退職金，出張旅費及び慶弔見舞金，表彰及び

懲戒，安全衛生，災害補償の健康診断，休職を設ける場合の規定集，

安全衛生（定期健康診断，健康診断受診義務，健康診断結果，精密

検査，健康診断票の保存，秘密の保持，就労の禁止），災害補償

（遺族補償，埋葬料），表彰及び懲戒（永年勤務表彰，その他の表
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彰，減給） 

２）憲法１３条及び個人情報保護法，人の生命，健康，生活又は財

産を保護するため，個人情報に該当しない。 

３）情報で個人を識別する情報は含まれていない。 

給与規程に個人を識別する情報が含まれていない部分の開示，放

射線業務手当支給規則３条３項に業務に従事した場合は「ＯＳＬ

等」放射線業務に従事していながら，電離放射線健康診断個人票の

開示がない（それ以外は使用者から開示されている。容認してい

る。）法に定める健康診断が実施されていないと言わざるを得ない。

したがって，法律違反を否定できない。すなわち，法５条１号のロ

に該当する。 

したがって，これらの情報は法５条１号本文に該当せず，かつ同号

ただし書ロに該当するので，開示・閲覧するのが妥当である。 

カ 『５条２号イについて』 

行政はこれらの情報が公にされた場合には，当該事業場の取引関係

や人材確保等の面において，同業他社との間で競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれのあるものであると述べているが！ 

申請人は，法５条２号本文ただし書き，人の生命，健康，生活又は

財産を保護するため，公にすることが必要であると認められた情報

を怠ることにより死亡にいたる原因となる。 

前項で明記したとおり，就業規則の年次有給休暇の一定日数につい

ての取得時季取り決めの義務化，時間単位での取得容認，退職時の

残余年次有給休暇の買い上げ容認等が労基法改正に伴って就業規則

に盛り込まれていない。開示がないため。 

本文に該当し開示・閲覧をするのが妥当である。前項にて下線部分

に該当する。 

当該法人等又は当該個人の権利，競争上の地位その他正当な利益を

害するおそれがあるものとはいかなるものを指すのか，具体的な説

明がない。 

●開示の理由１ 該当しない 就業規則（①給与規程・②放射線

業務手当・③退職金規程） 

キ 『５条６号イについて』 

いずれにおいても，法５条本文のロに下記２．該当する。 

１）黒塗り部分以外の（個人に関する情報外）の開示の請求を当審

査会に対して行う。 

２）前項●１の③について，理由①：退職金規程＜例えば＞継続勤

務１０年で基本給の何パーセント割り増し，理由②：給与規程

（個人に関する情報は含まれていない）例えば：放射線業務手当
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支給規則３条３項の業務に従事した場合は「ＯＳＬ等」に，○を

記入する。その他の業務に従事した場合は「通常業務」に給与規

程１８条の２ ３項の業務に従事した場合は「非正常作業」に○

を記入する。別紙①※３．＜放射線手当支給規程がある。＞ 

すなわち，別紙３には，「ＯＳＬ」等とは「電離放射線業務に就

労していた」放射線業務に従事していたので○を記入した。したが

って電離放射線健康診断が行われていない。その期間について電離

放射線健康診断個人票が使用者から開示がない。開示された電離・

特定業務従事者（深夜業）の健康診断票に基準値を下回る所見が軽

度の異常が疑われます。医師の診断による。ＬＤＬの軽度異常（コ

レステロール起因異常を観察）心筋梗塞などの動脈硬化性疾患を起

こす」・視力の低下死亡前６ヵ月間の電離放射線健康診断個人票の

開示がない（別紙②），したがって，この間に何らかの健康に異常

があったと言わざるを得ない。会社が隠蔽を行うことで事故の因果

関係を否定し労災の手続を拒む姿勢である。 

「遺族宛に労災の請求をしないように誓約書に記入させる」等々

の嫌がらせの強要。 

※前回請求したが全部黒塗の為に給与規程・退職金規程同年４月６

日付，異なる開示請求は新たに放射線業務手当支給規則請求した。 

（添付資料省略） 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 諮問庁としての考え方 

本件審査請求については，原処分において，法５条１号及び２号イに基

づき，その一部を不開示としたところであるが，不開示理由として５条６

号イを追加した上で，原処分を維持することが妥当であると考える。 

なお，⑫在籍労働者数等の一部の情報については，法５条２号イ及び６

号イに該当するところであるが，既に処分庁において開示決定を行ってお

り，改めて原処分を取り消して法５条の規定を適用する意味はないことか

ら，当該情報に係る原処分は，本件に限り，維持することとする。 

２ 理由 

（１）本件対象文書の特定について 

本件開示請求に係る行政文書は，「電離放射線健康診断結果報告書

（以下，第３においては「文書」という。）」である。 

ア 文書について 

事業者は，労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７条。以下「安衛

法」という。）５８条及び電離放射線障害防止規則（昭和４７年労

働省令第４１号。以下「電離則」という。）５８条に基づき，電離

則５６条１項の健康診断（定期のものに限る。）を行ったときは，
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遅滞なく，電離放射線健康診断結果報告書を所轄の労働基準監督署

長に提出することが義務づけられている。 

文書には，①労働保険番号，②対象年の内，年の部分，③対象年の

内，月の部分，④対象年のうち，○回目の部分，⑤健診年月日，⑥

事業の種類，⑦事業場の名称，⑧事業場の所在地（郵便番号及び電

話番号を除く。），⑨事業場の所在地のうち郵便番号，⑩事業場の

所在地のうち電話番号，⑪健康診断実施機関の名称及び所在地，⑫

在籍労働者数，⑬従事労働者数（男），⑭従事労働者数（女），⑮

従事労働者数（計），⑯有所見者数（男），⑰有所見者数（女），

⑱有所見者数（計），⑲線源の種類（線源コード），⑳線源の種類

（具体的内容），㉑受診労働者数（実効線量による区分），㉑受診労

働者数（目の水晶体の等価線量による区分），㉑受診労働者数（皮膚

の等価線量による区分），㉑産業医氏名及び印影，㉑所属医療機関の

名称及び所在地，㉑報告年月日，㉑所轄労働基準監督署名，㉑事業者氏

名，㉑事業者の印影，㉑所轄労働基準監督署の受付印，㉑受診所見の内

訳（実施者数），㉑受診所見の内訳（有所見者数）が記載されている。 

（２）本件対象文書の不開示情報該当性について 

ア 法５条１号該当性について 

本件対象文書のうち，文書の⑯有所見者数（男），⑰有所見者数

（女），⑱有所見者数（計），㉑受診労働者数（実効線量による区

分），㉑受診労働者数（目の水晶体の等価線量による区分），㉑受診

労働者数（皮膚の等価線量による区分），㉑産業医氏名及び印影，㉑

所属医療機関の名称及び所在地，㉑受診所見の内訳（有所見者数）に

ついては，特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人

を識別することはできないが公にすることによりなお個人の権利利

益を害するおそれがあるものである。 

したがって，これらの情報は法５条１号本文に該当し，かつ同号た

だし書きイないしハのいずれにも該当しないことから不開示とする

ことが妥当である。 

イ 法５条２号イ該当性について 

本件対象文書のうち，文書の⑪健康診断実施機関の名称及び所在地，

⑫在籍労働者数，⑬従事労働者数（男），⑭従事労働者数（女），

⑮従事労働者数（計），⑯有所見者数（男），⑰有所見者数（女），

⑱有所見者数（計），㉑受診労働者数（実効線量による区分），㉑受

診労働者数（目の水晶体の等価線量による区分），㉑受診労働者数

（皮膚の等価線量による区分），㉑所属医療機関の名称及び所在地，

㉑事業者の印影，㉑受診所見の内訳（実施者数），㉑受診所見の内訳

（有所見者数）については，本件電離放射線健康診断実施機関の情
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報や放射線業務に従事する労働者がいる当該事業場内部の情報，と

りわけ，安衛法で定められた電離放射線健康診断の結果等の情報が

ありのままに記載されていることから，これらの情報が公にされた

場合には，当該事業場の取引関係や人材確保等の面において，同業

他社との間で競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがある

ものである。 

したがって，これらの情報は，法５条２号イの不開示情報に該当す

る。 

ウ 法５条６号該当性について 

本件対象文書の⑪健康診断実施機関の名称及び所在地，⑫在籍労働

者数，⑬従事労働者数（男），⑭従事労働者数（女），⑮従事労働

者数（計），⑯有所見者数（男），⑰有所見者数（女），⑱有所見

者数（計），㉑受診労働者数（実効線量による区分），㉑受診労働者

数（目の水晶体の等価線量による区分），㉑受診労働者数（皮膚の等

価線量による区分），㉑産業医氏名，㉑所属医療機関の名称及び所在

地，㉑受診所見の内訳（実施者数），㉑受診所見の内訳（有所見者

数）については，放射線業務に常時従事する労働者がいる事業場が，

安衛法で定められた電離放射線健康診断を実施し，所轄の労働基準

監督署に提出された実施結果報告書の情報である。 

これらを公にすることにより，当該事業場における安衛法の遵守状

況が明らかとなり，また，安全衛生指導における調査に係る着眼点

等についても明らかとなることから，関係法令の履行確保を図ると

いう行政事務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあり，更には，

不当な行為を容易にし，その発見を困難にするおそれ等もあること

から法５条６号イの不開示情報に該当し，不開示とすることが妥当

である。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，審査請求書の中で，「当該文書開示決定について，全部

不服である」旨主張しているが，本件不開示情報該当性については，上記

２（２）で示したとおりである。 

４ 結論 

以上のとおり，本件審査請求については，不開示情報該当性について，

法５条６号イを追加した上で，原処分を維持することが妥当であると考え

る。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２９年７月３日   諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 



 

 8 

   ③ 同月１３日       審議 

   ④ 同月３１日       審査請求人から意見書及び資料を収受 

   ⑤ 同年９月２１日     本件対象文書の見分及び審議 

   ⑥ 同年１０月１１日    審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，「特定事業場が特定労働基準監督署に届出た④定期電

離放射線健康診断結果報告書 請求する各行政文書については，特定労働

基準監督署が保存するものすべて」（本件対象文書）の開示を求めるもの

であり，処分庁は，その一部を法５条１号及び２号イに該当するとして，

不開示とする原処分を行った。  

審査請求人は，全部開示を求めていると解されるところ，諮問庁は，処

分庁が不開示とした部分は，法５条１号，２号イ及び６号イに該当すると

して，不開示とすることが妥当であるとしていることから，本件対象文書

の見分結果を踏まえ，当該部分の不開示情報該当性について，以下，検討

する。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）法５条１号該当性について 

  ア 別表の１欄の㉑ 

当該部分は，産業医の氏名及び印影であり，法５条１号本文前段に

規定する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することが

できるものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情は認

められない。 

    次に，法６条２項による部分開示の可否について検討すると，産業

医の氏名及び印影は，個人識別部分であることから，部分開示の余地

もない。  

    したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条６号イについ

て判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

  イ 別表の１欄の㉑ 

当該部分は，産業医の所属医療機関の名称及び所在地であり，上記

アで判断した産業医の氏名と一体として法５条１号本文前段に規定

する個人に関する情報であって，特定の個人を識別することができ

るものに該当し，同号ただし書イないしハに該当する事情は認めら

れない。 

     次に，法６条２項による部分開示の可否について検討すると，産業

医の氏名を除いたとしても，これを公にすると，当該医療機関に所

属する産業医が限られていることから，産業医を特定されるおそれ

があり，当該産業医の権利利益を害するおそれがあると認められる
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ので，部分開示できない。 

したがって，当該部分は，法５条１号に該当し，同条２号イ及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。    

（２）法５条２号イ該当性について   

  ア 別表の１欄の⑪ 

    当該部分は，特定事業場が定期電離放射線健康診断を実施した医療

機関の情報であり，当該事業場にとって秘匿すべき労務管理や安全衛

生管理といった事業場の内部管理に関する情報であると認められ，こ

れらの内部管理情報が公になると，取引関係や人材確保等の企業経営

上の正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，同条６号イにつ

いて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。      

イ 別表の１欄の⑯ないし⑱，㉑ないし㉑及び㉑ 

当該部分は，特定事業場の定期電離放射線健康診断実施状況及び実

施結果であり，当該事業場にとって秘匿すべき労務管理や安全衛生

管理といった事業場の内部管理に関する情報であると認められ，上

記アと同様の理由により，法５条２号イに該当し，同条１号及び６

号イについて判断するまでもなく，不開示とすることが妥当である。 

ウ 別表の１欄の㉑ 

  当該部分は，特定事業場の印影であり，当該文書が真正に作成され

たことを示す認証的機能を有するものとして，それにふさわしい形状

をしているものと認められ，これを公にすると，当該事業場の権利，

競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められる。 

したがって，当該部分は，法５条２号イに該当し，不開示とするこ

とが妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

（１）審査請求人は，意見書において，「法５条２号本文ただし書き，人の

生命，健康，生活又は財産を保護するため，公にすることが必要である

と認められた情報を怠ることにより死亡にいたる原因となる」と述べて

おり，不開示とされた部分は法５条２号ただし書に該当すると主張して

いるとも解される。 

しかしながら，当該不開示部分を公にすることについて，当該部分を

不開示とすることにより保護される利益を上回る公益上の必要性がある

とは認められないことから，当該主張を採用することはできない。 

（２）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 

４ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条１号及び２号
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イに該当するとして不開示とした決定について，諮問庁が，不開示とされ

た部分は同条１号，２号イ及び６号イに該当することから不開示とすべき

としていることについては，不開示とされた部分は，同条１号及び２号イ

に該当すると認められるので，同条６号イについて判断するまでもなく，

妥当であると判断した。 

（第３部会） 

  委員 岡島敦子，委員 葭葉裕子，委員 渡井理佳子 
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別表  

 

 １ 番号 ２ 不開示を維持する部分 ３ 根拠条文 

（法５条） 

 

⑪ 健康診断実施機関の名称及び所在地 ２号イ，６号イ 

 ⑫※ 在籍労働者数 ２号イ，６号イ 

 ⑬※ 従事労働者数（男） ２号イ，６号イ 

 ⑭※ 従事労働者数（女） ２号イ，６号イ 

 ⑮※ 従事労働者数（計） ２号イ，６号イ 

⑯ 有所見者数（男） １号，２号イ，６号イ 

⑰ 有所見者数（女） １号，２号イ，６号イ 

⑱ 有所見者数（計） １号，２号イ，６号イ 

㉑ 受診労働者数（実効線量による区

分） 

１号，２号イ，６号イ 

㉑ 受診労働者数（眼の水晶体の等価線

量による区分） 

１号，２号イ，６号イ 

㉑ 受診労働者数（皮膚の等価線量によ

る区分） 

１号，２号イ，６号イ 

㉑ 産業医氏名及び印影 １号，６号イ 

㉑ 所属医療機関の名称及び所在地 １号，２号イ，６号イ 

㉑ 事業者の印影 ２号イ 

 ㉑※ 受診所見の内訳（実施者数） ２号イ，６号イ 

㉑ 受診所見の内訳（有所見者数） １号，２号イ，６号イ 

 （※）諮問庁は理由説明書（第３の３）で，※については，「原処分におい

て開示決定を行っており，改めて原処分を取り消して法５条の規定を適

用する意味はないことから，当該情報に係る原処分は，本件に限り，維

持することとする」としている。 

 


